
 
 



笹川平和財団は、グローバルな課題に対して高い専門性に基づき、
独自の調査研究と提言などを行うThink Tankとしての機能を果たしているだけではありません。
フィールド（現場）に根差し、現地の実情とニーズなどを踏まえながら、
パートナーらと共に課題の解決に取り組み行動するDo Tankという機能を併せもっています。
そして、政治や思想、宗教、人種などの違いを超えて人々が共存し共に生活していける
世界を目指しており、常にイノベーションを起こすInnovate-Tankであり続けたいと考えています。

Think, Do, and Innovate-Tank

沿 革

公益法人制度改革により、
公益財団法人笹川平和財団に移行

笹川南東アジア協力基金を
笹川汎アジア基金と改称し、
対象地域をアジア全域に拡大

笹川中欧基金に代わる
笹川中東イスラム基金を設置

笹川東南アジア協力基金を設置

太平洋島嶼国会議における笹川名誉会長の提唱を契機に、
笹川太平洋島嶼国基金を設置
笹川日中友好基金を設置

名誉会長に笹川良一氏が就任
世界海事大学支援事業を開始

笹川平和財団設立
初代会長に田淵節也氏が就任

北極海航路開発事業を開始

SOF海洋政策研究所を設置 「海洋白書2004創刊号」を発刊

通称 海洋政策研究財団
として活動開始

海洋基本法研究会にて
「海洋政策大綱」
「海洋基本法案の概要」の
とりまとめ

財団法人
日本造船振興財団設立
初代会長に笹川良一氏が就任

笹川中欧基金を設置

財団法人シップ・アンド・オーシャン財団
（SOF）に改称
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公益法人制度改革により、
一般財団法人シップ・アンド・オーシャン財団

（通称 海洋政策研究財団）に移行

第7回海洋立国推進功労者表彰（内閣総理大臣賞）受賞

名誉会長に笹川陽平氏が就任

国際連合経済社会理事会の
NGO特別協議資格を取得

笹川奨学金事業を開始

スローガンを制定
“Think, Do, and Innovate-Tank”
D&I 推進への決意表明

笹川事業基金を設置し、特定資産の一部を統合
アジア女性インパクトファンド

（現・アジア女性インパクト基金）を設置
５つの重点目標を設定

公益財団法人笹川平和財団と
一般財団法人シップ・アンド・
オーシャン財団が合併
海洋政策研究財団は
笹川平和財団海洋政策研究所として活動を開始
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笹川流民間外交

　国家間の利害が相互にぶつかり合う中で、交渉などに
よって何らかの関係性を規定することが外交だと定義す
ると、いま、国家による外交というものが機能しにくく
なっていると、私はみています。例えば、テロ組織とさ
れ国家として認められていない集団、あるいは対立する
欧米諸国による制裁下にある国家などとは、対話ができ

　21世紀に入りかれこれ25年。振り返ると、気候変動や
大規模災害、紛争、パンデミックなど、我々の想像を超
える規模とスピードで、深刻な事態が次々と起こり、地
球人類が直面する課題も複合・複層的になっています。
　従来の経験や知見では、それらの課題を解決すること
は難しいでしょう。既存のやり方を見直し、新しい考え
方とアプローチで取り組む―。つまりイノベーション
を常とし、 新たなプレーヤーたちの参画を促しながら、
複雑な課題に対処していかなければなりません。
　国際情勢に目を向けると、米国と中国の覇権争いやロ
シアのウクライナ軍事侵攻、イスラエルとパレスチナの
紛争をはじめ対立の連鎖が起こっています。世界が協力
してさらなる連鎖を阻止し断ち切る必要があるのです。
　笹川平和財団はその名に「平和」という言葉を冠してい
ます。「Peace」というのは、最も世界で使われていながら、

最も信用されなくなった言葉のひとつではないでしょう
か。我々が考える平和とは、ひとことで言えば多種多様
な人間が基本的にお互いの存在を認め、兄弟、家族のよ
うに日々暮らしていけることです。笹川平和財団は、民
間財団として様々なパートナーと協働し、共存共栄を目
指していきたいと考えています。

笹川平和財団理事長

角南 篤

フル稼働から新たな一歩へ
複合的課題にイノベーションで対処
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を踏み出すというのが24年度です。
　その土台として、4月に「5つの重点目標」を改訂しま
した。ポイントは、緊迫する安全保障環境のなかで「国
際社会の安定と日米関係強化」に向けた研究・事業に注
力すること、また「アジアと日本の戦略的関係強化」と

「イスラム諸国への理解と関係強化」のために、ASEAN
諸国やインド、中国、中東諸国との重層的な交流・協働
を推進することです。さらに、「海洋を通した平和な世界
の実現」を目指し、情報収集・分析、対話・提言、実装、
人材育成を行います。そして、新たに社会課題解決に資
する「日本人国際リーダーの育成」を目標に加えました。
笹川奨学金はもちろんのこと、全事業に人材育成、教育
の視点が盛り込まれているので、財団全体の目標にした
わけです。中期的視点で課題を精査

若い世代へのメッセージ

ない状況にあります。そうした中で、我々は民間財団の
強みを生かして独自のチャネルで対話し、相手の考えや
思いを知るとともに、こちら側の意図を伝えることがで
きるのです。笹川流民間外交というものが、国家レベル
の外交に貢献できる時代がきていると考えています。
　例えば、当財団では、より強固な日米安全保障や日米関
係の構築へ向けた研究・交流事業を展開する一方で、自
衛隊と中国人民解放軍との佐官級交流事業も実施してい
ます。米国と中国の双方と日本との関係が強化され、あ
るいは相互理解が醸成されることで、我々が目指す平和
が実現できると考えており、どちらも同じゴールを共有
する重要な事業なのです。

　2023年度というのは、コロナ禍から脱却し財団が本格
的に活動を展開できた「元年」のような年だったといえ
ます。各事業がようやくフル稼働できたことが、ひとつ
の成果であり特徴でした。
　翻って2024年度は中期計画を策定し、向こう5年間を
見据えた取り組みを明確に打ち出し、そこに資源を重点
的に投入して、これまでとは違う特徴ある手法とアプロー
チを始める年だと位置づけています。国際情勢の変化を
踏まえながら短中期的な課題を洗い出し、実施の第一歩

　笹川平和財団は実に多様な事業を展開しています。そ
の究極的なミッションは人種や性別、宗教などの壁を超
え、人類のみならず多様な生物とも共存していくことに
あります。こうした考え方に最も共感するのは実は、若
い世代の人たちではないでしょうか。私たちはイノベー
ションを常に起こす財団であり続けます。若い世代の皆
さんにも、ぜひ仲間に加わっていただきたいと思います。

3つのミッション

5つの重点目標 国際社会の安定と
日米関係強化1

アジアと日本の
戦略的関係強化2

イスラム諸国への
理解と関係強化3

海洋を通した
平和な世界の実現4

日本人国際リーダーの
育成5

世界の平和と
安全の実現へ

新たな
海洋ガバナンス

の確立へ

地球上の
多様な問題の

解決へ
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世界を舞台に活躍する日本の若者を育てる

特集　2023 年度事業
スカラシップ事業グループ「笹川奨学金」事業

年間最大約1,400万円※の留学費用を４年間給付するというかつて日本にない大規模の奨学金制度が創設されて２年目を迎えま
した。2023年度、国際社会の課題解決をリードする人材を若いうちから育成するために、事業活動をいかに展開したのかを、舵
取りする茶野氏に振り返っていただきました。
※1ドル130円換算。米ドルまたは英ポンドにて支給。

2023年度はどのような１年でしたか。
茶野　英米の有力大学への留学を支援
する「笹川奨学金」および当事業グ
ループが設立されたのが2022年度。
同年に募集・選考した第一期奨学生が
留学を開始するのが2023年度です。
第一期生の研修・コミュニティ形成活
動、奨学金の支払い、プロモーション
としての学校訪問・説明会、および米
大学ツアー企画など「初めて」づくし
でした。
　本奨学金は、社会課題解決に意欲が
あり、海外で学ぶことで成長したいと
考えているすべての方を対象とします。
年齢や年収、障がいの有無は不問。ま
た、将来の可能性を重視します。その
目指すところは奨学生のみなさんに将
来、国際的な舞台でリーダーとして活
躍していただくことです。根本には「国
際社会の課題解決に協力する」という
笹川平和財団（SPF）のミッションが
あり、それを実現する方法の一つが本
奨学金です。
　2023年度最初に実施したのは、第

一期奨学生の渡航前研修です。世界に
出ていくとき、どんなに優れた人物で
も国や組織のバックアップを要する場
面に直面するでしょう。そこで、私た
ちは奨学生のコミュニティづくりを重
視しています。その第一歩として、研
修をオンラインで２回、また6月末〜
7月初旬に2泊3日の合宿形式で行い
ました。
　合宿研修はSPFを探検してもらう

「SPF Day」から始めました。SPFが奨
学金を供与するだけの組織ではなくて、
奨学生のみなさんの将来を支えるリ

ソースであり、自身がSPFコミュニテ
ィの一員であることを理解してほしい
と思っていたからです。2時間ほどSPF
内を歩き回り、職員とコミュニケーシ
ョンをとる場を設けました。SPFとし
ても初めての試みでしたが、職員のみ
なさんも楽しみにして準備してくださっ
て、うまくいきました。その後、高尾
山（東京都八王子市）のふもとに移動
して、互いを知るためにワークショッ
プを行ったりハイキングで汗を流した
りと2日間しっかり互いに話す機会をも
ちました。学生同士仲良くなって、最
後の夜は語り明かしました。
　このような研修を行って留学先に送
り出し、奨学金を無事支給し終えたと
思えば、第二期生の選考が始まります。

SPFの職員と直接話をし、財団への理解と信頼を深め
てもらう「SPF Day」。

高尾山のふもとで行った合宿研
修。その後渡航までの間にも学
生同士で連絡を取り合い、各地
で集まって親交を深めたという。

奨学生の活躍を支えるコミュニティづくり

ちゃの じゅんこ
一橋大学卒業。国際交流基金を経て、1991年笹川平和財団
入職。1993年米ペンシルベニア大学に留学、行政学修士号
取得。フォード財団に勤務した後、2003年に帰国。笹川平和
財団総務部長を経て常務理事として日米事業、中東交流事
業・安全保障研究プログラム等の立ち上げ・運営に関わり、22
年より奨学金事業を開始。

笹川平和財団 常務理事   茶野 順子
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教育や学び方をあらためて考えるきっかけに
一方、プロモーション活動も並行して
行われました。
茶野　2023年度秋から地方の学校で
の説明会を本格的に開始し、計51回開
催しました。本奨学金の意図や選考方
法に加え、米英の入試の仕組みや米英
と日本の大学の相違などについても説
明します。
　米英の大学を目指すにあたっては、
日本式の偏差値や試験のスコア、大学
のランキングを重視する考え方から頭
を切り替える必要があります。成績順
に合格者が決められるわけではないか
らです。特に、米大学の多くは人物を
総合的に見るホリスティックレビュー
を行っています。米国では一つの応募
書類で複数の大学に出願できるコモ
ン・アプリケーションシステムが主流
になり、各大学への応募者が増えて競
争が激しくなっています。そうした中
でも、本当にその大学に入りたいと
思っている志望者はわかるのだとアド
ミッションオフィスの方は言います。大
学のオンライン説明会やバーチャルツ
アーも活用して、専攻分野、個性、価
値観などに照らし合わせて志望大学を
選び、「この大学に行きたい」ことを上
手に表現する応募書類を準備すること
が肝要です。
　これらのことは当然、説明会でも強
調してお伝えするのですが、いまひと
つ響かない。そこで企画したのが「キ
ャンパスビジットツアー」です。留学
志望者に実際に米大学を訪れて理解を
深め、志望校選択に役立ててもらおう
という考えです。
　説明会を実施した学校の中から、徳
島、大阪、広島、鳥取、熊本各府県の
公立高校5校に声をかけ、先生の推薦
をいただき計10名が参加してくれまし
た。 実施時期は2024年4月28日〜
5月4日。米国は広いのでコンパクトに
回れるよう、ペンシルベニア大学、ス
ワースモアカレッジ、プリンストン大
学、ウィリアムズカレッジ、マサチュー
セッツ工科大学（MIT）、ハーバード大

キャンパスビジットツアーでペンシルベニア大学へ。通
りを隔てて隣接するホテルを宿泊先にし、大学の雰囲
気を存分に味わってもらった。

学の6大学を選んでスケジュールを組
みました。各大学において、アドミッ
ションオフィスが通年実施するインフ
ォメーションセッション（大学説明会）
や在学生の案内によるキャンパスツア
ーに参加する建て付けです。
　参加者から寄せられた感想に、「大
学説明会で『その環境でいかにがんば
ってきたか』という言葉をたびたび耳
にした。日本の入試では経済的、地理
的バックグラウンドも個人の能力の一
部として機能的に評価される印象があ
るが、米国はそうではないことに驚い
た」「たとえ海外進学を考えていなかっ
たとしても、このツアーは得られるも
のが多い。米国留学にそれほど興味の
なかった私自身、学生の自主性や自由
が尊重されている米国に惹かれた上、
リベラルアーツが自分に合っていると
感じた」などがありました。大学を選
ぶ段階で関心の焦点が絞りきれていな
くとも、文系理系の区別なく幅広い学
問を学ぶ中で自分の専門を決めていく
ことが可能なリベラルアーツが多くの
学生の心に響いたようでした。みなさ
ん手応えを得たようで、企画してよか
ったと思います。参加者に対してそう
思うだけでなく、彼・彼女らを通じて、
より多くの方にそれが伝わるだろうと
考えるからです。
この事業を通して実現されたいことと
は。
茶野　事業の性格上、奨学金の対象者
は人数が限られてしまいます。その一
方で、なるべく多くの方に何らかの貢
献をしたいと考えています。留学を考

えている中高生、公立校でも中高一貫
教育が導入されるなど行政が教育改革
を進める中で、現場で手探りしつつ実
践していらっしゃる先生方に対して、私
たちが日本各地で開催する学校説明会
やキャンパスビジットツアーなどが、英
米大学のさまざまな情報をお伝えする
ことで、変わろうとしている日本の教
育の何かヒントになってくれればあり
がたいと思います。
　もう一つは私自身の反省に起因する
ことです。米国に10年住み、唯一の日
本人として勤務していたときに、もっ
と周りのコミュニティに支えてもらう、
あるいは支え合うことも大切にしたほ
うがよかったと思うのです。若いうちか
ら海外の大学でいろいろな人にもまれ
て、多くの友達をつくり、周りのコミ
ュニティを大事にしながら国際社会に
出ていくことは、きっと自身の役に立
つでしょう。また、これからどんどん
大きくなっていく笹川奨学生同士のコ
ミュニティやSPFのネットワークも力
としながら、世界を舞台に活躍する人
たちがたくさん出てくればいいなと思
います。

公立の中高一貫校であり
国際バカロレア認定校で
もある北海道の市立札幌
開成中等教育学校での説
明会には中高生が参加し
てくれた。写真は中学生
対象回の様子。
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将来世代にフォーカスして

2023年度アジア・イスラム事業グ
ループの特筆すべき事業をご紹介くだ
さい。
小西　「アジア政治リーダー対話」事業
です。 笹川平和財団（SPF）の掲げる

「笹川流民間外交 」の取り組みの一つ
といえます。 SPFは民間財団として、
世界の平和と安定に貢献しています。
いま世界では、 ロシアによるウクライ
ナ侵攻やハマス・イスラエル戦争をは
じめ各地で戦争・紛争が起きている現
実があります。 私たちは、 政治リーダー
がいかに賢明な知恵、 広い視野をもっ
て外交努力を大切にしながら戦争・紛
争を回避できるのかに問題意識をもち、 
その方向に国際社会が動くよう協力し
たいと考えています。
　本事業では、 近い将来、 対象国のト

ップリーダーまたはそれに近いポジシ
ョンにつくであろう人を選定させてい
ただき、 その人たち同士が直接対面で
自由に議論をする機会をつくります。
それによって信頼関係に基づいた横の
つながりをもっていただく。  将来、 外
交関係で行き詰まる事態になったとき、
あるいはそうなる前に、 直接意見交換
し、 戦争・紛争を回避できる場面を創
出したい考えです。 本事業の対象は東
南アジア地域ですが、 SPFとして、 今
後別の国や地域、 例えばインドや中東
地域においても類似のコンセプトで、
同様の形の事業を展開する方向にあり
ます。  本事業はそれらのモデルとなる
よう進めているところです。
伊藤　実施期間は2023年度から5年
間、 当面はインドネシア、 マレーシア、 

タイ、 フィリピン、シンガポール、 ベト
ナムを対象国とします。 年に１回グル
ープ討議のフォーラムを開くほか、 単
独の日本への招へいも行い、 関係者と
の対話の機会を設定します。
　なお、 先行類似事業として、 政策研
究大学院大学（GRIPS）等によるAsian 
Statesmen’s Forumがあります。
2018年までに計16回実施され、 日本
と東南アジア各国の主要政治リーダー
のべ約90名が参加されました。 本事業
はその一部成果を活用しながら実施し、
GRIPS時代の参加者も含めた本事業
への参加経験者による「同窓会」 活動
にも取り組みます。
　2023年度最大のイベントは、 8月
25〜27日に東京で開催した「第１回ア
ジア政治リーダー対話フォーラム」です。

未来の平和への布石を打つ

特集　2023 年度事業
アジア・イスラム事業グループ「アジア政治リーダー対話（Asian Statespersons’ Forum =ASF）」事業

東南アジアと日本の中堅・若手政治リーダー間の直接的対話の場をつくり、人脈構築を図る「アジア政治リーダー対話」。「笹川
流民間外交」の一つであり、今後、同様の取り組みが世界各国・地域に広がる方向にあります。モデルとなる本事業を、担当者
は何を思い、どのように推進したのかを聞きました。

アジア・イスラム事業グループ グループ長 小西 伸幸／
主任研究員 伊藤 幸代／研究員 岩品 雅子／研究員 梶ヶ山 薫

こにし のぶゆき
民間企業を経て、1995年より独立行政法人
国際協力機構（JICA）に勤務。タイ事務所
員やASEAN工学系高等教育ネットワーク

（SEED‐Net）派遣JICA専門家としてのべ8
年間タイ駐在。帰国後、民間連携事業部次
長、人間開発部次長などを歴任し、2022年
4月より現職。

いとう さちよ
東京外国語大学ペルシア語学科（トルコ語
コース）卒業、お茶の水女子大学大学院人文
科学研究科修了。アジア経済研究所開発ス
クール（IDEAS）を経て、英国ウェールズ大
学大学院に留学。海外コンサルティング企
業協会（ECFA）、JICAなどを経て、2022年
8月より現職。

いわしな まさこ
早稲田大学卒業、ロンドン大学教育研究所
修了。興銀証券、NGO職員等を経て、JICA
専門家としてラオスの初等教育改善に11年
半、その後ベトナムでの人身取引対策に取
り組む。2022年8月より現職。

かじがやま かおる
2020年神戸大学大学院国際文化学研究科
博士前期課程修了。在ジャマイカ大使館専
門調査員、NGO職員等を経て、2023年7月
より現職。

※写真は「第１回アジア政治リーダー対話フ
ォーラム」にて。
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「第１回アジア政治リーダー対話フォー
ラム」。参加したインドネシアのイェ
ニー・ワヒド氏は「東南アジアの若手
リーダー間の人脈形成という点で有益
だった。個人的には、デリケートな問
題について非公開の場で議論し、また
他の政治家一族の方々と出会い、学び
合い、精神を高め合う関係を築く貴重
な機会だった」と語る。
※画像を加工しています。

ハートで仕事をしている部分もありながら
ただし、 特定の政治家を応援する立場
にはありません。 われわれの価値を共
有されている政治リーダーとのネット
ワークづくりを大切にしています。 例
えば、 2024年2月のインドネシアの大
統領選挙立候補者３名は、 いずれも
SPFとつながりをもちます。 このよう
に複数のチャネルをもち、 パラレルで
やっていくのがわれわれの外交のある
べき姿だと思います。
本事業で実現したい夢や目標を聞かせ
てください。
伊藤　息の長い事業にしたいと思って
います。 今後のアジア地域の安定にお
いて、 日本と東南アジアの関係はさら
に重要になるでしょう。 高い政治レベ
ルで直接、 率直に意見交換できる人脈
がいくつあるかが鍵となってきます。
継続すべき事業と認められるよう、 さ
らに活動の付加価値を高めていきたい
と思います。
岩品　かつて東南アジア地域での基礎

教育支援に携わったとき、 政治家の思
い一つで国民の生活が変わる場面を目
の当たりにしました。 市井の人たちの
状況を政治家の方に見ていただける場
づくりをしていけたらと思います。 ま
た、 地域や世界の状況を視野に入れた
上で、 現場で必要な取り組みを進め、
現場のリアリティを国際的な議論の場
にフィードバックしていきたいと思っ
ています。
梶ヶ山　私は2023年７月にSPFに入
職してフィリピンを担当することにな
り、 「第2回アジア政治リーダー対話フ
ォーラム」に向けて人選を進めている
ところです。 政治家一人ひとりのつな
がりが国家間関係をも左右しうると思
います。 それゆえ、 本事業にやりがい
を感じています。 担当国に関する知識
を増やし、 経験を積み重ね、得られた成
果や知見を世界に発信していきたいと
思います。

事業活動に伴う困難とやりがいとは。
伊藤　政治は流動的です。 われわれが
参加者を人選していても、 国家間、 政
党間、 政治家間の関係が移ろい、 突然
参加を取りやめるケースもあります。
そこは所与のものと受け止めて、 柔軟
に運営するものだろうと思っています。
一方、 今回のフォーラムではインドネ
シアからは４つの政党から6名を招へ
いしたのですが、 与野党の立場を超え、 
仲間意識をもってフォーラムでの議論、
交流を盛り立てている場面を目にする
と、こういう機会を設定することの意義
を感じます。
岩品　私の担当するタイは、 2023年5
月の総選挙で民主派政党前進党が第１
党となりました。 しかし、 保守派の強い
反発に遭う中で8月に首相指名の投票
が行われることになり、 結局、 第2党
のタイ貢献党から新たな首相が選出さ
れました。 こうした状況下で参加者を
選ぶ難しさに直面しました。 人選は
SPFのメッセージになりえます。 「民主
主義の推進」 「社会の多様性と包摂性
向上」 「地域の安定と安全保障のための
連携」という価値基準の中で誰を招へ
いするのか、 悩む中での人選となりま
した。
小西　われわれは人と人のつながりを
大切にし「ハート」で仕事をしている部
分もあるので、 思い入れは大事です。

招へい者は各国の政治を熟知する日本
の東南アジア地域研究者の方々に推薦
していただいた上で、 私たちが面接し
て人選します。 基準とするのは「民主
主義の推進」 「社会の多様性と包摂性
向上」 「地域の安定と安全保障のための
連携」というSPFが重視する価値観を
共有しうること。 また、 政権中枢で次
世代を担いうる30歳代後半から50歳
代前半であること。 さらに、 政党、 与野
党、 ジェンダー、  宗教、 中央と地方、
世襲か否か等のバランスに配慮します。 
現在議員でなくとも、 将来政治家にな
る意思や可能性のある人も対象としま

す。　2023年度、 インドネシア、 マレー
シア、シンガポール、 タイから計13名を
招へいし、 日本から7名の衆参国会議
員に出席していただきました。
　初日の夜に歓迎レセプションを開催
し、 ２日目はSPFの国際会議場でグ
ループ討議を実施しました。 自由に発
言していただくため、 完全非公開のフ
リーディスカッション形式にしました。
合間の食事会の場も大事でした。 2日
目の昼食会のあたりで場がくだけてき
て、 夕食会は、いわば「政治リーダー
の中のリーダー」 の音頭で大盛り上が
りになり、 参加者全員がアカペラカラ

オケで歌ったりもしました。
小西　参加された政治リーダーの方々
のみならず、われわれもです。 歌わさ
れたというほうが正確かもしれません
が（笑）、 一体感あるイベントになりま
した。
伊藤　３日目は、 日本国内の東南アジ
ア地域研究者に加わっていただいて、
国別グループセッションを行いました。
研究者の方々には東南アジアからの参
加者の人選で助言をいただく一方、
ASFの場を各国政治リーダーとの直接
的対話の機会として活用していただく
ことを企図しています。
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日米の政策専門家間の関係と対話の深化

　この期間米国は、社会や政治の分断
を内包したまま、2024年の大統領選
挙に向けて国内政治の動きが本格化し、
対外政策においては、ウクライナ戦争
への継続的対応と対中対応に加えて、
2023年10月のハマス・イスラエル戦
争の勃発でさらに複雑な多面的な脅威

　「日米政策研究・対話ネットワー
ク」事業は、重層的なアプローチを通
じて、「米国の変化」「ウクライナ戦争
後の世界と日米関係」「変化する国際
秩序と日米の役割」の理解と考察につ
ながる、緊密な日米政策コミュニティ
の専門家間の人と対話の場のネットワ
ークを創出し、政策研究の人材ネット
ワークと対話の深化拡大を目指します。
2023年度は、日米の政策研究者ネッ
トワークの深化を目的に2023年8月
にワシントンDCを拠点に活躍するハ
ル・ブランズ博士（ジョンズ・ホプキ

2023年7月1日、広島大学との共催シンポジウム「世界秩序の未来と核：広島から考える」を開催
した。

2023年８月22日、ブランズ博士、クーパー博士をお招きし、講演会「米中対
立の行方と国際安全保障環境の変化」を開催した。

に向き合わざるをえなくなりました。
　こうした世界秩序、時代、そして米
国の大きな変動期に立ち向かい、切り
拓く新たな知恵や情報を、日米政策コ
ミュニティが協働して生み出し、日米
両国の協働に貢献することを目指し事
業を実施しました。

ンス大学 高等国際問題研究大学院
［SAIS］教授）とザック・クーパー博
士（アメリカンエンタープライズ研究
所［AEI］シニアフェロー）を招へいし
たほか、ジャーマン・マーシャル基金
米国（GMFUS）と協力して「若手戦略
家フォーラム（YSF）」を実施しました。
2023年度は300名以上の応募者から
選ばれた日本、米国、アジア、欧州の
若手戦略家17名が、2024年1月に日
本での研修に参加し、戦略シミュレー
ション、そして日本の政府関係者や有
識者との懇談に参加し、インド太平洋

日米グループ
Japan-U.S. Program
日米の政策コミュニティにおける人的ネットワークを維持・発展させ、その人材を活かして新たな知恵や情報を生み出
し、日米関係の強化と、世界の変化に応じた両国の協働に貢献することを目指し、「日米の政策専門家間の関係と対話の
深化」「調査研究・情報発信」「日米間の議会交流」「米国内での日米関係、日本発信強化」を柱に、自主事業3件、また
笹川平和財団米国（SPF-USA）への助成事業２件を実施しました。

　両国の政策専門家間の関係と対話の
深化、調査研究活動、その成果を知的
リソースとして活かす情報発信基盤整
備など、重層的にさまざまな企画を運
営し、発展させました。

地域の安全保障環境、日米同盟の意
義、そして日本の外交・安全保障政策
について理解を深めました。
　政策対話では、2023年7月に広島
大学と共催で公開シンポジウム「世界
秩序の未来と核：広島から考える」を
広島で開催。日米の9名の専門家が登
壇し、核をめぐる世界の現実について
率直な議論を重ねました。オンサイ
ト・オフラインあわせて200名以上の
参加者を得たほか、米国人専門家と日
本人有識者との議論を深める機会も
積極的に創出し、東京で3 回のラウン
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調査研究・情報発信

日米間の議会交流

　中堅・若手を中心とする日米の専門
家と協力して調査研究を実施し、報告
書や論考などにまとめて発信する「日
米関係インサイトⅡ：調査研究/発信」
事業では、「アメリカ現状モニター」
研究会の論考17本を公開したほか、
2022年度のランド研究所への業務委
託研究の成果“Like-Minded Allies? 
Indo-Pacific Partners’ Views on 
Possible Changes in the U.S. Rela‐
tionship with Taiwan”を土台に、同
研究所との共催で米国の台湾政策に対
する同盟国の対応比較をテーマにウェ
ビナーを実施しました。
　また、2024年3月、戦略予算評価
センター（CSBA）との共催で、日本人
安全保障専門家14名が参加して日本
版「戦略的装備選択ツール」を活用し
た非公開のワークショップを行い、日
本の防衛装備計画の可能性について議
論を深めました。
　こうした活動をベースにしたオリジ

ナル動画やポッドキャストを企画・公
開し、米国の政治・社会の現状と変化、
外交・安全保障政策の現状、日米関係、
日米同盟への影響などについて分析と

ドテーブルも開催しました。
　また、日米の中堅政策専門家の対話
枠組みである「アジア戦略イニシアチ
ブ（ASI）」を2020年2月以来約 4 年
ぶりに復活させ、12月にホノルルで
非公開ワークショップを実施。日米の
専門家14名が日米同盟の課題を議論

しました。そのほかにも、全米日米協
会連合（NAJAS）との共催で行う「Geo‐
strategy in the Grassrootsセミ
ナー」シリーズでは、米国内地方5都
市において、日米の専門家を迎えたセ
ミナーを実施したほか、2024年3月
には米国大統領上級顧問国際気候政

策担当のジョン・ポデスタ氏をゲスト
に迎え、公開講演会「The Global Cli‐
mate Change Nexus：激動する国際
環境における米国の最新気候変動政
策と日米協力の重要性」を米国大使館
と共催しました。

米国戦略予算評価センター（CSBA)　日
本版「戦略的装備品予算選択ツール」（SCT）

2024年度のSPF-APSA米国議会フェロー募集。

知見を提供しました。当グループのサ
テライトサイト「日米関係インサイト」
を充実化し、引き続き情報発信の深化
を図りました。

　自主事業として、日本側の議会人材
育成・強化と、具体的テーマを持った
日米議会間の対話・ネットワーク創出
を目指して「日米議会間の戦略的ネッ
トワーク」事業を開始。日本側の議会
人材強化の面では、全米政治学会
（APSA）およびGMFUSとの協力で
SPF-APSA 議会フェローシップを本
格化させ、2022年度、23年度のフェ
ローそれぞれ1名が連邦議員事務所に
勤務。2024年度のフェロー募集も開
始しました。また議会交流の深化を目
指したテーマ別対話実現に向けて準備

を開始しました。
　また、SPF-USAへの助成事業「日
米議会・議員間交流の強化」を通じて、
10年以上にわたり継続している米国
連邦下院議員団の来日、首席補佐官団
の来日が行われました。SPF-USAお
よびその業務委託先である米国議員経
験者協会（FMC）の米国議会日本研究
グループ（CSGJ）を支援して多彩な
プログラムを実施。ダイアナ・デゲッ
ト下院議員（民主党）とラリー・ブシ
ョーン下院議員（共和党）を共同団長
とする連邦下院議員団 8名が、2024

“Like-Minded Allies? Indo-Pacific 
Partners’ Views on Possible 
Changes in the U.S. Relationship 
with Taiwan”（2023年7月）
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米国内での日米関係、日本発信強化

　SPF-USAへの助成事業「米国の視
点から見る日米関係強化」では、日本
の国会議員訪米プログラムや米議会補
佐官向けアジア理解講座を継続実施し、
米国議会関係者の対日理解・日米関係

理解と交流の促進、日本の国会議員の
米国理解深化に貢献しました。
　SPF-USAはそのほかにも、米国内
の多層の聴衆に向けた日米関係に関わ
る発信活動をワシントンDCを中心に

行い、女性・平和・安全保障（WPS）
若手専門家グループなどの来日プログ
ラムも実施するなど積極的な事業活動
が行われました。

2023年5〜6月、首席補佐官団が来日。
東京・沖縄を訪問し、政治家や外務省等
関係者との意見交換、文化・研究施設訪
問、基地視察等に加え、笹川平和財団で
日本の学生たちとも懇談（写真）した。

■情報発信

VIDEOS
https://www.spf.org/jpus-insights/videos/

PODCASTS
https://www.spf.org/jpus-insights/podcasts/

■ウェビナー・対談動画、音声

■サテライトサイト「日米関係インサイト」

https://www.spf.org/jpus-insights/
日米関係、米国の政治外交、インド太平洋地域の国際関係等に関する
論考、動画等の情報サイト。

■X公式アカウント
https://x.com/spfJapanus
当グループ主催のイベント情報や最新論考に加え、他
グループの論考等も紹介。日米政府間協議の情報や、米
国内世論調査など、幅広い情報を発信しています。

〈2023年度に公開したオリジナル企画〉
［対談動画］
兼原信克（当財団常務理事）×ボニー・
グレイザー氏「米中台関係の行方と日
米同盟への影響」2024年3月18日収
録

［ポッドキャスト］
ハル・ブランズ氏×ザック・クーパー
氏「Challenges facing the U.S. and 
Japan in 2024: Russia-Ukraine 
War, Middle East, China, and the 
U.S. Presidential Election」2024年
1月17日収録

ジョン・ポデスタ米国大統領上級顧問、
小泉進次郎衆議院議員ほかをお迎えし
た「The Global Climate Change 
Nexus」2024年3月14日開催

ブラッド・ロバーツ氏×高橋杉雄氏「ロ
シアと中国、二つの核大国に直面する
アメリカの核戦略」2023年4月18日
収録

［講演会動画］
報告書“Like=Minded Allies?”執筆
者のジェフリー・ホーナン氏、ミラン
ダ・プリーブ氏ほか「米国の台湾政策
とインド太平洋における同盟国の反
応」2023年10月5日開催

■SPFアメリカ現状モニター

https://www.spf.org/jpus-insights/spf-america-monitor/
研究会の論考を2017年度以降通算150本以上掲載（「日米関係インサ
イト」内）。

年1月に来日して岸田文雄首相表敬や
与野党議員との交流等を行い、2023
年5〜6月には首席補佐官団 8名も来
日し東京と沖縄を訪問しました。さら
に米国議会内においては日米関係やア
ジア情勢に関わるセミナーが行われ
ました。
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報告書「台湾海峡危機に
関する机上演習（TTX）」

（2024年3月）

安全保障戦略

　日本の安全保障および日米同盟の課
題を考えることを主な目的とした「日
米同盟の在り方研究Ⅱ」事業では、新
しい国際安全保障環境に適切に対応す
ること、2022年末に日本政府が発表
した安保三文書を土台とした新たな日
米の協力関係を確立すること等を目標

　日本にとって重要な地域・国との関
係のあり方を考える事業の中では、特
に台湾危機に係る懸念の増大を受け、

「日米台安全保障研究」事業において、
日本、米国、台湾のシンクタンクによ
る共同研究を推進することを念頭に、
日本側研究者による課題の抽出を行い
ました。また、その成果をもって台湾
を訪問し、シンクタンク等との意見交
換も行いました。また2022年度「台
湾海峡危機に関する机上演習」事業の
成果を報告書「台湾海峡危機に関する
机上演習（TTX）」としてまとめ、発行
しました。

安全保障研究グループ
Security Studies Program
日本およびインド太平洋地域、ひいては世界の平和と安定に貢献するため、日本の安全保障および日米同盟の課題、日
本にとって重要な地域・国との関係性のあり方などを検証する事業や、サイバーを含む新領域に関わる課題等について
調査研究を行い、政策提言を行うとともに、研究成果を積極的に発信してきました。2023年度は、ウクライナ・ロシ
ア戦争が継続する中、これまでの国際的な安全保障体制や核抑止等の根本的な枠組みの見直しが迫られていることから、
日本およびインド太平洋地域の平和と安定についても検討を行い、政策提言等を行いました。

重点国・有力機関との関係

　中国と台湾に係る恒常的な情報収集
と検討、発信を行っている「中国の定
点観測Ⅲ」事業においては、日米有識
者によるサテライトサイトを通じた論
考発表および動画配信を行いました。
　「露中関係に関する日米専門家対
話」事業では、日米のロシア、中国専
門家および日本の政府関係者による対
面会議を開催し、エネルギーやグロー
バルサウスと露中関係について意見交
換を行いました。またサテライトサイ
ト「ロシアと世界」を立ち上げ、ロシ
ア問題に関する基本情報などの発信を
行いました。
　「インド太平洋国際会議Ⅱ」事業では、
インド太平洋に係る新たな協力の枠組
みを探ることを目的に、2024年2月、
シンガポールにおいて第２回日印仏政
策対話 “Order and Disorder in the 
Indo-Pacific : Trilateral on Policy 
Perspectives from Japan, India 
and France” を開催。約30名の日印

に掲げ、研究を進めるととともに日米
間で意見交換を行いました。
　また、2022年度「現実的な対中戦
略構築」事業の政策提言書「現実的で
効果的な対中戦略にむけて」をまとめ
るとともに、公開セミナーにて、政策
提言を発表しました。

仏各国および東南アジア地域の研究者
や実務家が集い、「核規範」「海洋安全
保障」「気候変動とエネルギー」等に
ついて議論しました。また日印仏3カ
国の研究者間で同 3カ国の新たな政策
連携枠組みの可能性や大国間競争にお
けるインド太平洋について専門的な議

政策提言書「現実的で効
果的な対中戦略にむけ
て」（2024年2月）

2024年2月、「日米台安全保障研究」事業において「日
米同盟の在り方研究Ⅱ」事業と合同で、台湾のシンクタ
ンクと意見交換を行った。

Yogesh Joshi, Ippeita 
Nishida, and Shavinyaa 
Vijaykumarr, “Japan-
India-France
Trilateral Dialogue: 
The Emerging Politics 
of the Indo-Pacific,”
July 2023.
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　国際平和活動に対する先進国による
関与の転換期の視点から、「国際平和
活動の今後」事業において、部隊派遣
に拠らない協力の調査研究を行い、報
告書「国連平和維持活動（PKO）―

『停滞』の構造と新たな方向性の模索」
などを発行しました。
　新領域分野に関し、「日本のサイバー
安全保障の確保Ⅱ」事業では、サイ
バーなど新領域安全保障の法的課題研
究会において、国際法および国内法の
課題について議論し、書籍『新領域安
全保障』を刊行、発信しました。また
2023年7月に中高生向けのワークショ
ップ「SNS上の偽情報を見抜け！― 
中高生と考える情報戦」、12月に「新
領域安全保障」をテーマにオンライン
セミナーを開催したほか、サテライト
サイト「サイバー安全保障研究」を作
成し、インド太平洋地域の偽情報の状
況調査の結果をマップ上に可視化して
発信しました。さらに2022年度終了
の抑止および宇宙・サイバー領域の専
門家による「新領域における抑止の在
り方」事業の最終報告書「War 3.0 :激
変する戦争―新領域（宇宙・サイバー）

防衛外交・新領域

情報発信・人材育成
　「安全保障情勢等に係る情報発信
Ⅲ」事業において、財団内外の寄稿者
約30名に対し、北米、中国、欧州など
の地域別と、非伝統的安全保障やサイ

「War 3.0： 激変する戦争―新領域（宇宙・
サイバー）が迫る抑止の深化」（2024年
3月）

「インド太平洋地域のディスインフォメー
ション情勢分析」（2023年11月）

2023年7月20日、ウェビナー「ロ
シア・ウクライナ戦争における核
エスカレーション・リスク」を開
催。高橋杉雄氏（防衛省防衛研
究所室長［写真右］）、鶴岡路人氏

（慶應義塾大学准教授［写真中］）、
小泉悠氏（東京大学先端科学技
術研究センター専任講師［当時］）
を迎えて。

山下光著「国連平和維持活動（PKO）―
『停滞』の構造と新たな方向性の模索」
（2024年３月）

笹川平和財団新領域研究会 編集『新領域
安全保障―サイバー・宇宙・無人兵器を
めぐる法的課題』（2024年１月、ウェッジ）

が迫る抑止の深化」を作成、公表しま
した。
　核抑止、核軍備管理に関して、「核
脅威の増大と抑止のあり方」事業では、
核脅威抑止研究会を設置し、議論を重
ねました。また、2023年7月には公開
ウェビナー「ロシア・ウクライナにお
ける核エスカレーション・リスク」を
開催し好評を得ました。
　「核の軍備管理に関する研究」事業
では、日本側研究会を重ね、その研究
会で導出した調査研究として、2024
年1月、米国の核抑止専門家に対する
インタビューを実施しました。「核使用
のリスクはキューバ危機以来最も高
まっている」との見解がほぼ全員から
得られたことから、2024年4月の日米

首脳会談を前に、核不使用の継続と核
秩序維持の重要性を同会談で日米首脳
が確認するよう求める緊急提言を作成、
発信しました。
　国内問題研究としての「日本の緊急
事態対処に関する研究」事業では、有
識者による研究会を重ねるとともに、
西側諸国を中心に、各国の緊急事態法
制に関する資料収集と分析を行いまし
た。2024年3月にはスイス・ルツェン
市の核シェルター「Sonnenberg」を
視察し、核攻撃の際のシェルターの機
能、市民の避難方法、軍や治安当局の
協働の仕方等を調査しました。これら
の成果を行政府や立法府への提言とし
てとりまとめています。

論を行いました。
　なお、「日EU海洋安全保障対話」事

業は、欧州連合（EU）側カウンターパー
トの撤退等により、2023年度は2022

年度の成果のまとめを行い、2024年
度以降の書籍化を目指しています。

バーなどの地域横断の機能別のカテゴ
リーに分けて論考執筆を依頼し、サテ
ライトサイト「国際情報ネットワーク
分析（IINA）」に日本語・英語論考あわ

せて106本を掲載しました。日本の安
全保障政策と日本を取り巻く安全保障
環境などについて、時宜にかなった情
報を継続的に発信したことにより、当
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財団の認知度向上につながりました。
2023年7月には第4回IINA 公開フ
ォーラム「米国の中東政策の失敗と中
露の思惑」を開催しました。
　「沖縄未来フェローシップⅡ」事業で
は、沖縄県内における安全保障分野の
リーダー育成に向けた研修を行いまし
た。2023年4月〜24年2月、選定し
たフェロー7名に対し、国際政治や安
全保障の基礎的知識、現在の国際情勢
などをテーマとし、外部講師16名を招
いて8回のセミナーを開催しました。そ
のうち1回は横須賀市役所、海上自衛
隊横須賀基地での部外研修を実施しま
した。また、2024年3月、那覇市内の
ホテルにおいて「厳しさを増す国際情
勢と日本の安全保障―南西諸島の防

した。
　「在日米軍関係者への安保知見普
及」事業では、主要米軍基地が所在す
る6都市、すなわち三沢、横田、横須
賀、岩国、佐世保、沖縄において計24
回のセミナーを開催しました。各回、有
識者を講師として招き、日本の安全保
障に関する知見の普及を図りました。

2024年3月２日、沖縄安全保障シンポジウム「厳しさ
を増す国際情勢と日本の安全保障―南西諸島の防衛」
を開催。飯塚恵子氏（読売新聞編集委員）、土屋貴裕氏

（京都先端科学大学准教授）、宮岡勲氏（慶應義塾大学
教授）、尾形誠氏（元空将補、元日本台湾交流協会台
北事務所主任）、村井友秀氏（東京国際大学特命教授）
が登壇した。

2023年12月9～16日、防衛省・自衛隊の現役佐官
を中心とした13名がベトナムを訪問。

衛」と題した公開シンポジウムを開催
し、91名の参加者を得ました。
　「日本アジア安保防衛交流Ⅲ」事業
では、日越外交関係樹立50周年の節目
の年に、コロナ禍後の交流再開として、
2023年12月9～16日、防衛省・自衛
隊の現役佐官を中心とした13名がベト
ナムを訪問。ベトナム人民軍副総参謀
長表敬をはじめ、陸・海・空の主要な
司令部や国防戦略院などを訪れ、意見
交換と信頼醸成を図りました。
　また、11月28日〜12月1日、日本か
ら退役防衛関係者8名が訪韓し、韓国
側退役将校との交流や韓国国防長官表
敬、韓国各軍との意見交換、基地訪問
等を実施しました。さらに、日韓退役
将校で議論した事項について提言しま

ロシアと世界
https://www.spf.org/russia-analysis/

SPF China Observer
https://www.spf.org/spf-china-observer/

サイバー安全保障研究
https://www.spf.org/cyber/

国際情報ネットワーク分析 IINA
https://www.spf.org/iina/

■サテライトサイトでの情報発信

2023年7月14日、第4回IINA
公開フォーラム「米国の中東政
策の失敗と中露の思惑」を開催。
田中浩一郎氏（慶應義塾大学
大学院教授）、小林周氏（日本
エネルギー経済研究所主任研
究員）を招き、当財団から畔蒜
泰助（主任研究員［当時］）、小
原凡司（上席フェロー）、渡部恒
雄（上席研究員［当時］）が登
壇した。
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　2023年秋に留学を開始する第一期
奨学生に対し、授業料・寮費・生活支
援金を主な項目とする奨学金の支給を
行いました。奨学金の支給にあたって
は、個々の大学の制度や納入締め切り
日が異なる中で、35名の奨学生全員へ
の支払いを正確かつ遅滞なく済ませ、
奨学生がそれぞれの大学での勉学を開
始する環境を整えることができました。
これらの支払い手続きを遂行する中で、
学生との円滑なコミュニケーションに

2023年7月5日、第一期生の発表記者会見を開催。

奨学生の卒業後の活躍への支援を見据えたコミュニティ形成活動

　第一期奨学生に対する渡航前研修と
して、5月以降2度のオンライン研修、
および６月末から7月初旬にかけて2
泊3日の合宿研修を行いました。特に、
合宿研修では初日に笹川平和財団内に
て研修を実施し、奨学生の当財団に対
する理解と信頼増進に努めるとともに、
奨学生同士が互いを深く知り合う機会
を提供しました。また奨学生間のコミ
ュニケーションを円滑なものとするた

めのオンライン・プラットフォームと
してスラックを導入し、留学開始以前
から奨学生の間で活用されるよう準備
しました。これらを通じ、笹川奨学生
間コミュニティの形成を図りました。
合宿終了後も後述の奨学生座談会や
オンライン説明会等、奨学生が集まり
コミュニティを強化する機会を設けて
います。

2024年度秋に留学を開始する第二期生の採用に係る活動
　2024年秋入学の第二期奨学生採用
については、秋期と春期の2度に分け
て応募を実施しました。秋期について
は8月に公募し、書類選考、面接を経
て13名を内定者として選抜しました。

スカラシップ事業グループ
Scholarship Program
日本そして世界の未来を担うべき日本の若者が、将来の活躍の土台となる優れた知識を修得するとともに、視野を拡げ
国際感覚を養う機会を広げるために、英米の一流大学への留学を支援する奨学金制度「笹川奨学金」を2022年度に創
設しました。2023年度、当事業グループは「国際社会で課題解決のリーダーシップを発揮できる人材の育成」を柱に、
第一期奨学生に対する奨学金の支給、および卒業後の活躍への支援を見据えたコミュニティ形成活動、また、第二期生
の採用、および留学潜在層の開拓を目的としたプロモーション活動を実施しました。

第一期奨学生に対する奨学金の支給

　また、公平な選抜のため中林美恵子
早稲田大学教授を含む有識者等5名に
よる選考委員会を組織しました。
　春期については、早期応募による合
格者を対象とした選考を2024年1月

に実施し、4名の内定者を得ました。ま
た多くの大学が4月初旬に合格者を発
表をすることを受け、2024年4月に選
考を行うための準備を行いました。

※関連記事　本誌6〜7頁

も注力し、学生たちの留学生活の様子
について情報を収集しました。

第一期奨学生が合宿研修初日に当財団を来訪。職員と
交流し、財団への理解を深めた。

16



留学潜在層の開拓を目的としたプロモーション活動
　プロモーション活動として、2022年
度には都道府県単位で説明会を開催し
ましたが、2023年度は各地の高校で
の説明会に焦点を絞り、学校訪問およ
び説明会を積極的に開催しました。そ
の結果、あわせて51件の学校訪問もし
くは説明会を実施することができまし
た。
　また、領事館や地方自治体が主催す
る留学フェアにも参加し、本奨学金制
度の周知を図るとともに、留学のため
に必要な情報提供を実施しました。
　さらに、公式HP、SNSやLINEを利
用した情報発信を実施するとともに、

オンライン説明会（3回）、奨学生座談
会（１回）を開催しました。また本奨学
制度に係るリーフレット等の資料を刷
新したほか、2024年度のウェブサイ
ト改訂に向けた準備作業を行いました。

51件の学校訪問もしくは説明会を実施した。

奨学生座談会で大学での授業や課外活動などについて
自身の体験を語ってもらった。

■動画■冊子■公式LINE■公式HP

■実績

■情報発信

■支給額
一人当たりの年間支給額　最大約1,400万円（約11万米
ドル）
※実費支給の授業料・寮費（食費含む）、健康保険料、往復　
旅費交通費（１往復のみ）、および定額奨学金を含みます。
　実費支給の項目があるため実際の支給額は学生によっ　　
て異なります。
　1米ドル＝130円換算。奨学金は米ドルまたは英ポンドに
て支給されます。

■選考データ
総応募数のべ1,147名
　［内訳］
　2023年度：秋季270名・春季160名
　2022年度：秋季361名・春季356名
合格率：5.5パーセント

■奨学生データ
奨学生数：63名（第一期生35名・第二期生28名）

■第一期生進学先

米国
イェール大学
ウィスコンシン大学マディソン校
カリフォルニア大学バークレー校
カリフォルニア大学ロサンゼルス校
シカゴ大学
デューク大学
ノースウェスタン大学
ハーバード大学
ブラウン大学
ペンシルべニア大学
ボストン大学
ワシントン大学
ワシントン大学・イン・セントルイス

リベラルアーツカレッジ（米国）
ウィリアムズ・カレッジ
カールトン・カレッジ
スワースモア・カレッジ
ポモナ・カレッジ
ミドルベリー・カレッジ

英国
インペリアル・カレッジ・ロンドン
エジンバラ大学
オックスフォード大学
キングス・カレッジ・ロンドン
ケンブリッジ大学
ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン

ID @sasakawa_ryugaku
公式HPに更新があるごとにリア
ルタイムで登録者に最新情報を届
けます。

https://scholarship.spf.org/document/
留学についての基本的な情報を網
羅する「留学スタートブック」（完
全版）をPDFで公開しています。

https://scholarship.spf.org
奨学金制度の詳細や募集要項、奨
学生インタビューや学校説明会の
様子などを掲載し、問い合わせや
応募を受け付けています。

https://scholarship.spf.org/video/
「世界の未来に貢献する人材を日
本から この動画を見れば笹川奨
学金がわかります」「笹川奨学金
の第一期生を発表 年間1400万
円を支給」
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相互理解と信頼に基づいた対等な立場でのパートナーシップの構築と強化

　東南アジアと日本の政治リーダー同
士の直接対話の枠組みを形成し、地域
社会の平和と安定のための基盤づくり
に貢献することを目的とする「アジア
政治リーダー対話」事業では、2023
年8月25〜27日、東南アジア4カ国（イ
ンドネシア、マレーシア、シンガポー
ル、タイ）から政治リーダー13名を東
京に招へいし、本邦政治リーダー7名
との対話フォーラムを開催し、ネット
ワーク構築を行いました　　　　　　　
　　　。また、将来、タイの政治リー
ダーとなりうる人物として、フアディ・

交流のプログラムの実施に向け、活動
の基盤を構築する「日印戦略対話にか
かる調査事業」では、2023年11月27
日～12月2日、インド北東州選出の国
会議員6名を日本に招へいしました。
群馬県を訪問し、山本一太知事らとの
意見交換等を通じ日本社会の開発経験
を共有するとともに、日本の国会議員
らとの対話の機会を設け、ネットワー
クづくりを行いました。
　当財団の重点目標の一つ「アジアと
日本のパートナーシップの再構築」の
達成を目指して関連事業群の連携を強

ピッスワン氏（スリン・ピッスワン財
団理事長）を日本に単独招へいし、日
本の政治リーダーとの面談、東南アジ
ア地域研究者との意見交換、広島での
被爆者との対話を行い、ネットワーク
の構築と平和で安定した社会実現のた
めの意見交換を図りました。さらに、３
名の日本の政治リーダーをインドネシ
アに派遣し、同国の政治リーダー等と
地域の平和実現に向けて意見交換を行
う機会を設定しました。
　新しい時代に即したインドと日本の
相互理解促進に資する日印戦略対話・

アジア・イスラム事業グループ
Asia and Middle East Program 
アジア・中東イスラム地域の人々との連帯と協働により、日本とこれら地域のリーダーシップの強化と人間中心主義の
社会モデルの構築を通じて、平和で多様性豊かな共生社会の実現を目指しています。このため、「相互理解と信頼に基
づいた対等な立場でのパートナーシップの構築と強化」「社会的弱者のエンパワーメント、人権の尊重と国内外の多様
性豊かな社会の実現」「社会の発展と世界の平和に資する世界的課題の解決に向けた協働」の観点から事業に取り組ん
でいます。

社会経済のグローバル化が大きく進展する一方で、世界各地では社会的分断が進み、平和と安全を脅か
す事態が発生しています。こうした中、アジア地域の人々との連帯と協働により、日本とアジア地域の

リーダーシップの強化と人間を中心にした社会モデルの構築、そして地域社会の和平実現に向けた支援を通じて、平和で多様性
豊かな共生社会実現に向けた取り組みを行いました。具体的には、「相互理解と信頼に基づいた対等な立場でのパートナーシップ
の構築と強化」から3つの事業を、「社会的弱者のエンパワーメント、人権の尊重と国内外の多様性豊かな社会の実現」の観点か
ら4つの事業を実施しました。

アジアチーム

「第1回アジア政治リーダー対話フォーラム」歓迎レセプションには各国政治リーダーのほ
か、林芳正外相（当時）や各国在京大使を含む約60名が参加。事業開始の発表と国内外
関係者間の交流を図った。

2023年11月30日、日印の国会議員によるラウンドテーブルミーティングを開催。インド
北東部地域の開発と日印関係をテーマに、ヴィンセント・H・パラ氏を団長とする６名の
国会議員が日本の国会議員らと意見交換を行った。

［関連記事 本誌

8〜9頁］
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　「北東インドとアジアの記憶と記録」
事業は、文化的、民族的に極めて多様
な周縁地域である北東インドにおいて、
人々が地域や民族の歴史、文化の記憶
と記録を次世代に継承する基礎を拡充
し、アジアにおいて多文化共生社会を
実現することを目指しています。イン
ドのZubaan（ズバーン）出版社と連
携し、北東インドの若手研究者や女性
作家への助成、ワークショップの開催、
2冊の書籍出版を通じて、社会的マイ
ノリティの自己表現の機会提供と次世
代の表現者育成を行いました。また、
映像や写真を中心とした収集および保
存活動を行うセント・アンソニーズ大
学に併設されるインド北東部視聴覚
アーカイブに対し、日本人専門家1名
の派遣や関係者5名の日本での研修を
行い、能力向上を支援しました。
　日本財団の助成により、2019年6月
にインド・マニプール州に開館した「イ

ンパール平和資料館」が平和教育・多
文化共生の拠点、次世代の歴史継承の
モデルとして適切に運営されるよう支
援する「インパール平和資料館支援事
業Ⅲ」では、日本国内から日本財団に
寄贈されたインパール作戦に係る戦争
遺品の鑑定・整理を行いました。また、
戦史叢書『インパール作戦・ビルマの
防衛』の一部翻訳書籍の編集を進めま
した。
　定住型・還流型の人の移動が混在す
る新たな人流時代において、外国人住
民・労働者を包摂する共生社会づくり
に貢献することを目的とする「新人流
時代の共生社会モデル構築」事業では、
東・東南アジア域内の移住関連の情報
プラットフォームの運営、当事者によ
る記事やドキュメンタリーなどの制作
活動支援、移住者の実態や権利に係る
情報発信を行ったほか、2023年8月に

マレーシアにて参加型調査により取り
まとめた社会的保護に関する成果報告
を、また9月にインドネシア・ジャカ
ルタで行われたASEAN市民フォーラ
ムにて海上の移住労働者等に関する公
開イベントを行いました。
　日本国内では、国内の外国人同士の
自助・共助の仕組みづくりのため、自
らの課題に取り組む外国ルーツ市民へ
の聞き取りを行い、2024年2月に神戸
において多文化共生施策を共創するフ
ォーラムを実施しました。
　さらに、日本国内におけるエスニッ
クグループ別の支援の有効性に着目し、
制度整備提言を行うため、2月と3月に
試行的にフィリピンを取り上げてエス
ニックコミュニティ主導の生活オリエ
ンテーションを実施しました。
　自然災害や気候変動に起因する移住
問題に対する包括的な政策・施策の策

化し、調査研究、論考や知的対話、出
版等を行う「対話と共振」事業では、広
島大学およびコロンビア大学との協働
により、2023年8月上旬の12日間にわ
たり、アジアや欧米等から27名の学生
を広島に招へいしました。広島では、
平和に係る講義や関係サイト視察、グ
ループ討議の機会を設定し、次世代の
平和人材育成を行いました。
　また、広島大学と協働し、10名から
成る国内有識者による会合を6回開催
し、アジアの平和を実現するための日
本の役割につき多角的に討議を行いま
した。

　さらに、タイのスリン・ピッスワン
財団と協働し、バンコクにて、3週間
にわたり七宝壁画家で被爆者の田中稔
子氏の作品を中心とする、平和に関す

「平和に関する芸術作品展」会
場のジム・トンプソン・アート・セ
ンターでは、オープニングに合わ
せてツアーが行われ、田中稔子
氏より作品制作に込めた思いが
語られた。

ASEAN市民社会フォーラムにお
いて、移住漁業従事者の権利保護
に関するパネルディスカッションを
開催。

2024年２月14〜22日、インド北東部視聴覚アーカイブ
の運営能力向上に向けて同機関関係者を招へい。写真
は福岡市総合図書館にて担当者より説明を受ける招へ
い者たち。

る作品展とトークイベントを開催。の
べ860名の来場者やSNSなどを通じ、
被爆の実相や非暴力による平和構築の
重要性を伝えました。

社会的弱者のエンパワーメント、人権の尊重と国内外の多様性豊かな社会の実現
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2023年10月に激化したガザ紛争の終焉が見えないパレスチナ問題をはじめとし、域内紛争や諸外国
との関係において不安定な状況にある一方、地政学的な重要性から、世界の平和と安定のためにこの

地域が果たす役割は引き続き高い。また、日本国内に居住するムスリムの数が増加しており、日本社会がムスリムを正しく理解す
ることは、日本の多様で豊かな社会の推進のみならず、世界の動静に対する日本国民の理解の深化にもつながります。こうした状
況を踏まえ、世界的課題の解決に向けた当該諸国との協働により、社会の発展と世界の平和に貢献することを目指し、「外交政策対
話・戦略的人材交流」「日本人研究者関係強化」「日本の中東・イスラム理解促進」を重点領域とし、３つの事業に取り組みました。

　多角的なアプローチを通じて日本と
中東諸国の交流強化を図る「中東との
戦略的ネットワーク構築」事業におい
て、イランおよびトルコそれぞれとの
人的ネットワークの強化に取り組みま

2024年2月29日、国際セミ
ナー「小島嶼開発途上国の気
候変動適応戦略―モルディブ
の人工島開発経験からの貢
献」をハイブリッド型で開催。
日本とモルディブの気候変動
適応策や移住、国際援助の専
門家が議論した。

上右：2023年12月6～14日、SIRの学生9名が東京、広島、京都を
訪問した。学生同士の交流や視察等を通じて日本の人 、々政治・経
済、歴史、文化等の理解を深めた。写真は広島での平和学習。

上左：イラン外務省付属国際問題研究所と共同で開催されたラウン
ドテーブルの様子。

した。
　イランとの間では、2023年8月30
日に東京において、イラン外務省付属
国際問題研究所と共同でラウンドテー
ブルを開催し、両国の専門家を交えて

外交政策対話・戦略的人材交流

中東および東アジア情勢に関する議論
を行いました。また、12月にイラン国
際関係学院（SIR）から外交官候補生9
名を日本に招へいし、国会議員との意
見交換、大学での講義聴講、イラン短

イスラムチーム

定に貢献することを目指す「気候起因
の移住と対応策」事業では、2023年11
月にインドネシア、2024年2月にフィ
リピンにおいて、自然災害により影響
を受ける事例に関する予備調査を行い
ました。また、気候変動の影響を受け
るインド洋のモルディブの地方島から
首都圏の人工島フルマーレへの移住に
関する国際共同研究を実施し、2月に
東京でモルディブにおける気候変動適
応策に係る国際セミナーを実施しまし
た。

下：2024年2月10〜22日、日本人学生をイランに派遣。滞在中、外
交官やSIRの学生から宗教、歴史、生活などに関する考え方を学ぶ
機会があった。写真はテヘランにあるエマームザーデ・サーレフ（聖
者廟）。
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日本の中東・イスラム理解促進

　学際的な視点を持つ若手の中東研究
者の育成および能力強化を図る「国際
社会との中東協働研究促進Ⅲ」事業に
おいて、谷憲一博士（文化人類学、イ
ラン研究）とアントネラ・アチナプー
ラ博士（中東政治学）の両フェローが、
オックスフォード大学教員の指導・助
言のもと、中東やコーカサス地域のイ
スラム社会や文化に関する調査研究を
行い、研究成果を学会で発表するとと
もに、英国内外の研究者との交流を深
めました。
　また、若手中東研究者による研究活
動の基盤の確立を図る「中東との戦略
的ネットワーク構築」事業において、現

　日本国内で増加するムスリムに対し
て正しい理解がなされるべく、「日本社
会におけるイスラムの実像」事業によ
り、日本のムスリムの実態に関する調
査を実施しました。具体的には、第１
に国内のムスリム・コミュニティと周
辺地域に関する調査、第2にムスリム
当事者へのインタビューや医療者との

2023年7月10～16日、4名のトルコ若手外交官が東京、広島、京都を訪問し、交流や視察
等を通じて日本理解を深めた。写真は外務省の長岡中東アフリカ局長（当時）への表敬訪問。

トルコ外務省付属戦略研究所と共同で開催されたラウンドテーブルの様子。

日本人研究者関係強化

意見交換を通じたムスリムと医療当事
者が直面する課題に関する情報収集、
第３に小中学校教員が捉えるムスリム
児童の教育をめぐる課題の認識やムス
リムにより設立された学校の現状と課
題に関する教育分野の調査、そして第
4に第二世代の若者の就職や外国人企
業家の活動、難民の雇用促進等の就労

をめぐる課題に関する調査です。これ
ら調査の結果を2024年2月28日にオ
ンラインワークショップ「日本社会に
暮らすムスリムを取り巻く課題―コミ
ュニティ、保健・医療、教育、就労の
視点から」にて公開しました。

代中東を専門とする大学院・ポスドク
研究者の研究発表、中堅中東専門家に
よるコメントで構成する「現代中東若
手研究会」をオンラインで３回開催し
ました。各回のテーマは、「中央アジ
ア・コーカサスの紛争と平和：政治・

海外からの発表者を招いて実施され
た第３回現代中東若手研究会の様子。

社会・文学」、「現代ムスリム社会のイス
ラーム理解と実践：時空を超える思想
的ネットワークの展開」、「Migration of 
People and Borders, The Persian 
Gulf Coast as a Case Study」。

期派遣予定の日本人学生との意見交換、
広島での平和構築に関する研修などを
実施しました。他方で、2024年2月、
公募で選抜した日本人学生9名をイラ
ンに派遣し、大学での講義聴講、イラ
ン人学生との交流、省庁表敬訪問、地
方都市視察などを実施しました。

　トルコとの間では、2023年6月に同
国で、また2024年1月にオンラインで、
外務省付属シンクタンクである戦略研
究所と共同で、両国の専門家を交えて
ロシアのウクライナ侵攻、中東情勢や
東アジア情勢についてのラウンドテー
ブルを開催しました。また、親日外交

官の育成を目的とし、2023年7月にト
ルコの若手外交官を4名招へいして日
本人有識者による講義（高齢化社会、
防災対策、日トルコ関係）、企業および
外務省訪問、トルコ語を専攻する日本
人学生との意見交換、広島での平和構
築に関する研修などを実施しました。
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平和構築支援グループ
Peacebuilding Program 
2010年から取り組むタイ深南部での事業経験を踏まえ、2022年1月に新設された当グループ。紛争地それぞれの歴史
的文脈、現地の文化や社会的な特殊性を重視し、当事者・現地社会の主体性を尊重した上で構造的変化を構想し、介入
計画を立案・実施します。また、フィールドでの実践を通じて獲得した視点や問題意識を踏まえてモデルの提示を行い、
国際社会と共有します。2023年度、「南タイ平和構築」「女性の役割」「脱過激化」を柱に事業を行いました。

　「和平プロセスの新たな方向性」事
業では、おもにタイ深南部において、紛
争影響地域の人々の声を包摂する包括
的な和平プロセスの設計と推進に取り
組み、その教訓を国際社会と共有する
ことを目指しました。
　タイ深南部の和平プロセスを推進す
るため、2023年10月、武装勢力「パタ
ニ・マレー革命戦線（BRN）」の幹部を
スペイン・バスク地方に派遣し、数十
年の武装闘争の末、政党へと変貌した

「バスク祖国と自由（ETA）」関係者か
ら闘争の歴史や地方議会制度、独自の

　「フィールドに立脚したWPS推進」事
業では、女性・平和・安全保障（WPS）
アジェンダに関する議論に、紛争経験
地域での課題と具体的な実践に基づく
知見を持ち込み、当財団ならではの貢
献を行うこと、また日本国内でのWPS
についての理解を促進し、政策的な議

南タイ平和構築

女性の役割

文化・言語の保護政策を学ぶ機会を提
供しました。2024年3月にはインドネ
シア・ジャカルタにおいて、マレーシ
アのIMAN Researchと協力してリー
ダーシップトレーニングを実施しまし
た。
　2023年5月のタイ総選挙の結果、タ
イ議会に深南部問題に関する特別委員
会が設置されたのを受け、同委員会下
の2つの小委員会の議論において、現
地の声が反映されるよう、パタニ有力
者の出席を支援しました。
　Current Asia, MACと協力し、イン

論を活性化させることを目指しました。
　ジェンダー平等、平和構築、男性性
に関して、2022年度に収集したデー
タに基づいて分析を深め、ジョージタ
ウン大学WPS研究所（GIWPS）、Con‐
ciliation Resources、インドネシア
のIntegral Knowledge Asiaと共同で

ドネシアでの情報収集とパタニ現地社
会での若い世代を対象とした能力強化
ワークショップ、および女性による平
和へのアジェンダ策定会合を実施しま
した。
　また、自治権をめぐる紛争と和平プ
ロセスに関する事例研究も進めました。
英国のConciliation Resourcesと連
携し、自治権をめぐる紛争の和平仲介
支援に関する概念整理や新たなアプ
ローチをまとめた報告書“Mediating 
Self-Determination Conflict”を刊行
し、欧州と米国で発表しました。

2本の報告書、すなわち“Beyond En‐
gaging Men: Masculinities, (Non)
Violence, and Peacebuilding” およ
び“Reconstructing Masculinities: 
Gender dynamics after conflict in 
Aceh, Maluku and Bangsamoro 
Mindanao” を刊行し、米国のワシン
トンDCおよびニューヨーク国連本部、
ベルギー・ブリュッセル、英国・ロン
ドンで発表しました。このほか、調査

左：報告書“Beyond Engaging Men： Masculinities, (Non)
Violence, and Peacebuilding”（2023年10月）

右：2023年10月30日、NY国連本部会議室内にて同報告書の
ローンチイベントを開催。T.H. リンダ・トーマス=グリーン
フィールド米国連大使、石兼公博国連大使をはじめ同分野の
専門家の方々にご出席いただいた。
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対象地である3つの紛争経験地、フィ
リピン・ミンダナオ、インドネシアの
アチェおよびアンボンのパートナー機
関とともに3本のPolicy Brief（政策
提言）をまとめ、対象地域の政策担当
者と共有しました。
　また、日本でのWPSアジェンダ推
進を目的に、WPS議連や在京各国大
使館と連携し、勉強会やセミナーを開
催しました。2023年12月の日・東南

アジア諸国連合（ASEAN）各特別首
脳会合の機会には、上川陽子外務大臣
とインドネシアのルトノ・マルスディ
外務大臣の対談、およびASEAN各国
3名の専門家によるパネル構成で「な
ぜ、女性の視点が必要なのか」と題し
たセミナーを開催。WPS推進に対す
る両外相の決意を対外的に示すととも
に、今後の日ASEAN協力の方向性に
つき議論を行いました。

2023年12月16日、セミナー「なぜ、女性の視点が必要
なのか　日本・インドネシアの女性外相が語る」を開
催。写真はWPSの重要性などについて語る上川陽子
外相（写真右）、インドネシアのルトノ・マルスディ外
相（写真中央）。

脱過激化

■出版物

バングラデシュの事業パートナー、ダッカ大
学ジェノサイド研究センターによる同国にお
ける脱過激化プログラムのマニュアル“Train‐
ing Manual :Deradicalization and Rehabil‐
itation of Violent Extremist Offenders in 
Bangladesh”（2023年7月）

“Philanthropy Trend 2022”（2023年7月）

　「暴力的過激主義と脱過激化」事業
では、脱過激化分野における国際的支
援の動向を踏まえながら、この領域で
対象となるべき層への支援や介入事業
に取り組み、その知見を国際社会と共
有すること、また、日本の経験を暴力
的過激主義に関する国際的議論の俎上
に載せ、専門家間の対話を促すことを
目指しました。
　2022年度に引き続きインドネシア
中部スラウェシ州ポソにおいて、約100
名の元受刑者とその妻に対する合宿型
クラスと、クラス参加後のモニタリン

グ、および地元社会の理解を得るため
の元受刑者の商品を販売するバザーを
実施しました。また本事業の成果を共
有する目的で、2023年11月にジャカ
ルタで国際会議「民主主義フォーラム

（Democracy Forum）」を開催したほか、
インドネシア政府テロ対策庁（BNPT）
の依頼に応じ、2024年2月にインドネ
シア政府および市民社会で脱過激化事
業に取り組む25名に対し研修を実施し
ました。
　また、バングラデシュにおいて、ダ
ッカ市警察国際犯罪テロ対策ユニット

（CTTC）と協力し、元受刑者と過激化
のリスク層32名に対する宗教的カウン
セリング、心理学的介入、文化的活動、
寛容性に関わる教育、法的カウンセリ
ングの5種類のカウンセリングを実施
しました。
　さらに、脱過激化分野で世界的に評
価の高いJournal of deradicalization
と協力し、日本のカルト脱会支援の経
験等に関する5本の英文原稿を整え、
同誌の日本特集号刊行の準備を進めま
した。

自治権をめぐる紛争の和平仲
介支援に関する報告書“Me‐
diating Self-Determination 
Conflicts”（2023年10月）

フォトブック“Tak bai 2004 : 
Taste of Memories”（2023
年9月）

「平和構築のDNAへのジェ
ンダー統合 報告書」（2023
年7月）

報告書“Reconstructing Masculinities: 
Gender dynamics after conflict in 
Aceh, Maluku and Bangsamoro Mind‐
anao（男らしさの再構築―アチェ、マル
ク、バングサモロ・ミンダナオにおける紛
争後のジェンダー力学）”（2024年3月）
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　2017年9月、笹川平和財団はアジア
地域で女性の経済的エンパワーメント
とジェンダー平等を推進するアジア女
性インパクト基金（AWIF）を創設しま
した。「AWIF実施促進」事業は、同基
金がジェンダー投資市場の形成と成長
に向けて触媒的な役割を担うことで、
投資家のジェンダー投資戦略導入を促
進し、資金が女性起業家に流れる環境
やシステムが確立することを目指しま
す。事業最終年度を迎えた2023年度
は、急激な円安、米国金利の上昇、不
透明な世界的投資環境などを踏まえ、
2022年度より新規運用案件の審議を
保留としたため、インパクト測定・管

2023年10月6日、国連PRI公式サイドイベント「ジェンダー投資“なぜ”から“どのように”へ（From“Why”to“How”）」
を東京で開催。約50名が参加し、レクチャー、グループワークを通じて、投資へのジェンダー視点の組み込み・手法を学び、
問題意識・課題について活発に議論した。

報告書「責任ある投資家として Measuring Impact 
＜導入編＞」（2023年9月）

理（IMM）の枠組みの整理、インパク
ト発現を精査するための指標設定・活
用した個別案件のインパクト測定に注
力しました。2022年度のIMM導入編
に引き続き、内部向けインパクト報告
書を完成させました。また、AWIFポー
トフォリオ内投資先の最終裨益者への
インパクト発現に関する調査をインド
の社会企業にて実施し、インパクト報
告書として発表しました。
　ジェンダー投資の啓発活動としては、
ジェンダー投資の世界的業界団体であ
る２Xグローバルと協働して、国連責
任投資原則（PRI）の国際会議のサイ
ドセッション「ジェンダー投資 “なぜ ”

ジェンダーイノベーション事業グループ
Gender Investment and Innovation Program
ジェンダー格差をなくすことが持続可能な開発に必要不可欠であることは、グローバルな潮流として共通理解となって
います。当事業グループは、経済活動においてジェンダー格差を生み出している問題の抜本的解消に貢献すべく、事業
対象国関係者が主体となり持続的な解決を図る環境やシステムの確立を志向しています。2023年度は「女性の経済活
動に向けた資金の流れを増加」「女性起業家の支援環境を整備」を柱に事業を進めました。

女性の経済活動に向けた資金の流れを増加

から“どのように”へ（From “Why” to 
“How”）」、および資金保有投資家向け
ジェンダー投資研修を実施。PRI本会
議に参加した世界の年金機構や機関投
資家なども参加し、ジェンダー投資の
有効な啓発機会となりました。また、
主要7カ国（G7）のジェンダー平等ア
ドバイザリー評議会（GEAC）の委員と
岸田文雄首相直属の組織である「新し
い資本主義実現会議」の委員である渋
澤健氏を招き、外務省の後援で「ジェ
ンダー課題解決に向けた官民連携とイ
ンパクト投資の可能性」をテーマに公
開セミナーを開催しました。ここで9月
に完成したAWIFのIMM枠組み導入
についても公表しました。
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女性起業家の支援環境を整備

　「フィリピンの女性起業家支援」事業
では、プラットフォームを拠点に、女
性起業家の成長支援と投資家とのネッ
トワーク構築を図り、フィリピンにお
ける女性起業家が活躍しやすい環境づ
くりを行いました。
　事業初年であった2022年度の活動
で、女性起業家の多くが社会課題の解
決を事業の中核とするビジネスを経営
していることがわかり、女性起業家の
中でも特に社会起業家への支援に注力
点をシフトしました。フィリピンでは
社会企業による貧困削減、ジェンダー
平等を推進する草の根活動の盛り上が
りと、社会企業支援に関する法案が議
会に提出されており、社会起業家支援
に対する関心と機運が高まっています。
そのため、新たな協働パートナーも発
掘し、違った角度から女性起業家の支
援を続けました。新たな資金調達手法
としてクラウドファンディングを女性
起業家が活用するための研修を実施し
たり、女性起業家の互恵的な学びのネ
ットワーク拡大を目指し、社会起業家
のデジタルプラットフォームのジェン
ダー視点を強化しました。また、スター
トアップのための政府機関QBOと協
働し、デジタル分野で活躍する地方の
起業家たちと投資家たちのマッチング
の機会を提供しました。
　一方で、投資家への啓発活動を強化
するために、ジェンダー投資会議の開
催やフィリピン初のジェンダー投資概
況調査を実施し、国内のベンチマーク

となる資料を作成しました。
　単年度事業の「起業家支援ジェン
ダー主流化準備」事業は、カンボジア
において女性起業家へ資金が流れる仕
組みづくりを目指す上での課題を整理
し、当財団としてなすべき介入のあり
方を検討するため、関係者との連携強
化、情報収集・分析を行うことを目的
として事業を実施しました。
　政府主導の起業家支援事業にジェン
ダー視点を組み入れる戦略パートナー
として参画し、カンボジア初のジェン
ダー投資概況調査を実施・発表しまし
た。この調査結果を踏まえて、カンボ
ジア政府は策定中の起業家支援計画に、
ジェンダー視点を組み入れ、高い包摂
性を実現する予定です。
　また、ジェンダー視点を持つ起業家
支援プログラムの実施と継続に向けて
の協力体制を構築しました。このプロ
グラムには20名の起業家が参加し、ジ
ェンダー視点を重視した独自のカリキ
ュラムで学び、プログラムを通じて最

終的には外部からの資金調達を達成し
た企業が３社生まれたことで、国内で
高く評価されました。そのため、カン
ボジア政府機関、米国政府およびオー
ストラリア政府の技術支援プロジェク
トからの出資支援が実現し、第2期プ
ログラムが5機関のパートナーシップ
のもとで開始されました。笹川平和財
団（SPF）が中核となって交渉し、複数
機関からの資金拠出が実現した稀有な
ケースです。

　そのほか、20カ国・地域（G20）の
市民エンゲージメントグループである
Women20（W20）への参加を通じ、
SPFポッドキャストでの発信、W20の
活動とデジタル分野における男女格差
に関する考察の連載、国際女性デーに
合わせた特別ウェビナーの開催等、当
財団の活動の周知、ネットワーク拡大
と新規事業に向けての情報収集を行い
ました。

2023年12月14日、セミナー「社会課題に取り組む企業に向けた投資を加速するために」を開催。

当財団ウェブサイトでカンボジアの企業家の取り組みをシリーズで紹介。写真は「起業
を通じた社会課題解決 第2回 カンボジア産コーヒーにかける思い—女性零細起業家支援
と地産地消のコーヒービジネス AGRO AGAPE（アグロアガペ）」より。

2023年11月27～28日、フィリピンで社会的企業ロードマップ協議会会議（The Social 
Enterprise Roadmap Council Conference）を開催。ディッサ・アーダニサ（当財団研
究員、写真左）が司会を務め、ジェンダー・レンズと社会的企業の開発に関しディスカッシ
ョンを行った。
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喩杉、胡一平総編集、日中
翻訳学院本書翻訳チーム訳

『日中国交正常化の舞台裏
―友好を紡いだ人々』

（2023年12月、日本僑報社）

2023年7月16〜24日、自衛隊佐官級代
表団が訪中し、人民解放軍との交流や陸
海空軍基地の視察を行いました。

2024年1月30日、笹川平和
財団国際会議場において本
書の出版報告会を開催。

　「日中民間外交の総括」事業では、日
中国交正常化以降の民間外交の全体
像を反映した資料集『日中国交正常化
の舞台裏―友好を紡いだ人々』を日本
で、『中日民間外交往事』を中国で出版
し、書籍の刊行に合わせて、両国関係
者が相互交流訪問を行いました。
　「日中交流実態の現状分析と展望」
事業では、2022年度に実施したコロ
ナ禍と日中交流に関する実態調査の結
果を踏まえ、日中交流団体にヒアリン
グを行い、報告書を作成しました。同
書の内容に基づいて2023年12月5日

に報告会を開催し、書籍版を出版する
準備を進めました。
　「2050年の日中関係未来予測」事業
では、現状の日中関係を知るために、
対日・対中政策、中国の政治、経済、半
導体産業、気候変動対策等に関する専
門家研究会を開催し、報告書を作成し
ました。また、シナリオプランニング
の手法を用いて、日中間の課題抽出、
知財権ビジネス、経済環境、中国の日
本語教育界等をテーマに未来を考察す
るワークショップを開催。日中関係を
構造的に理解する知見を得ました。

笹川日中友好基金
Sasakawa Japan-China Friendship Program 

「理解を促し、人を育て、協力を重ね、未来を創る」方針のもと、1989年に設立された民間最大規模の基金を基礎とする
笹川日中友好基金。設立以来、日中両国民の相互理解を促進するとともに、建設的な協力関係を構築するための環境整
備を重ねてきました。2023年度、「日中関係史の総括と現状分析及び未来展望」「人的交流と対話」「相互理解のための情
報提供と環境整備」「人材育成とネットワーク構築」「社会経済発展のための協力強化」を柱に事業を進めました。

日中関係史の総括と現状分析及び未来展望

　「日中佐官級交流プログラム」事業
では、コロナ禍の影響で中断していた
対面交流を4年ぶりに再開。2023年
7月16〜24日、防衛省・自衛隊佐官級
代表団が中国を訪問しました。中国人
民解放軍の指導者との会見、防衛関係
者との意見交換、陸海空軍の基地での
視察交流、民間企業や文化史跡の視察
などを行いました。民間主導の防衛交
流事業は、両国の主要メディアによっ
て大々的に報道され、防衛関係者だけ
でなく、両国民の相互理解の促進と信
頼醸成に寄与しました。
　「中国オピニオンリーダー招へいⅡ」
事業では、国際問題の専門家6名を招
き、中東情勢、中国―東南アジア諸国

連合（ASEAN）関係などについて、日
本のメディア関係者との意見交換会を
開催しました。また、2024年3月10〜
15日、中国の環境分野の専門家6名を
招き、日本の専門家と気候変動問題に
ついて対話を試みました。
　「日中伝統工芸文化関係者交流Ⅱ」
事業では、日本の人間国宝を紹介する

人的交流と対話

書籍『日本の人間国宝・伝統工芸』を
中国で出版しました。2023年6月、上
海で開催された同書出版報告会に合わ
せて、日本の執筆者や人間国宝（重要
無形文化財保持者）の代表が訪中し、
中国の伝統工芸関係者と交流しました。
9月、中国伝統工芸文化関係者訪日団
も来日し、東京で開催された同書出版

報告会や日本工芸会主催
の交流活動に出席した後、
日本の専門家や職人と交流
しました。
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北京での日中未来創発ワークショップには日中の学生
を中心に43名が参加。日本と中国の近未来に視点をお
き、さまざまな分野における協力の可能性について議
論し、ユニークなアイデアを出し合った。開催の様子
は人民網等メディアに掲載。

左：上海世久非物質文
化遺産保護基金会、公
益社団法人日本工芸会
編著『日本の人間国宝・
伝統工芸』（2023年5月、
商務印書館）

右：2023年6月21日に
上海、9月15日に東京で
出版報告会を開催（写真
は上海報告会）。

相互理解のための情報提供と環境整備

人材育成とネットワーク構築

　「若手リーダーネットワーク構築」事
業では、両国の国際関係学の若手専門
家40名が、日中米関係、グローバルガ

　「中国SNSアプリによる情報発信
Ⅲ」事業では、笹川日中友好基金のメ
ディアアカウント『一覧扶桑』（中国
SNS「微信：WeChat」）を活用し、日
本在住の中国人ライターの執筆による
日本の紹介記事を中華圏モバイルユー
ザーに向けて配信し、閲覧者数を増や
しました。
　「ウェブサイトによる情報発信Ⅲ」事
業では、ウェブメディア「人民網」に
開設した笹川日中友好基金の特設ペー
ジを通じて、当財団と関連団体による
中国事業の活動や特色ある事業に関す
る紹介記事を掲載しました。また、「日
中笹川医学奨学金制度」の35周年を
記念し、事業に参加した日中の関係者
のインタビュー記事を掲載する特集
ページを開設しました。
　「日本国内に向けた情報発信の強化」
事業では、日中両国の若者による「日

中未来創発ワークショップ」を2023年
6月に沼津、11月に北京、24年2月に
東京で実施し、のべ144名の日中の若
者が参加しました。開催の様子はイン
フルエンサー、大手メディア、学生メ
ディア等を通じて発信しました。
　2022年度に引き続き「日本人の中
国に関する意識調査」を実施し、調査
結果に基づき日米中韓の専門家会議を
開催。さらに現役の大学生による意見
交換会を開催しました。また、小学生
向けに中国の漢字に触れるワークショ
ップをNPO国分寺市国際協会と共催
し、幅広い年齢層に向けた活動を実施
しました。
　日中の相互依存関係に関するデータ
を可視化した「日中関係データブック」
を作成しました。
　中国の対外的影響力と関与の増大を
中国の内外から明らかにする組織を形

バナンス、東南アジア、そして外交史
の4つの専門分野別の研究グループを
結成し、オンラインの合同研究会を10
回開催しました。7月には中国の国際
関係学者15名を招へいし、日本側の学
者8名および米国から参加した学者8
名と、コロナ禍終息後初の日中米対話
会議を東京大学で開催。日中米の政治
外交、安全保障、経済交流について意

成する「中国研究機関ネットワーク構
築」事業では、3年計画事業の初年度
として、東京大学に8研究会を設置し、
中国研究の多機関横断型プロジェクト
を形成しました。公開講演会、シンポ
ジウム、日中の研究者交流等を実施し
たほか、研究内容を一般人向けに発信
する「中国学. com」で論考の定期連載
を進めました。

　「日中エンタメ関係者交流促進」事
業では、日中のコンテンツ・エンタメ
業界の実務者、研究者による調査研究
委員会の運営、共同調査等を行い、両
国のエンタメ関連分野における日中関
係者ネットワークを強化し、現状の課
題を明らかにしました。

2023年7月15日、東京大学で日中米対話会議を開催。

社会経済発展のための協力強化
　コロナ禍の終息を迎えて、地域振興、
気候変動対策など、日中両国社会が抱
える共通課題を解決するための情報収

集とネットワーク形成を再開しました。
また、中国の大学出版社の関係者を招
へいし、日本の大学出版会関係者と共

に翻訳図書出版交流の再開に向けた行
動計画を策定しました。

見交換しました。終了後、日中両国の
学者20名が沖縄で2泊3日の研究合宿
を行い、理解と親善を深めました。
　「中国辺境地域の日本語教師研修」
事業では、日本語教育界の中堅教師
100名を対象に中国国内で研修を実施。
7月31日〜8月28日、100名の中から
優秀者23名の教師を日本に招き、日本
国内における研修を行いました。
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正しい情報を収集・分析

政策を策定

　「衛星VDESの有益性実証」事業で
は、次世代海上通信システムである
VDESについて、ポルトガル・リスボ
ン、デンマーク、ノルウェーに出張し海
外の研究開発状況についてヒアリング
を行うとともに、本事業の紹介をした
上で今後の協働可能性について意見交
換しました。その結果、今後実証デモを
実施する場合は、協力が得られること
が確認できました。また、衛星VDESコ

　「持続可能な海洋管理手法の開発」
事業では、中国の厦門（アモイ）大学で
開催された閉鎖性・半閉鎖性海域のガ
バナンスに関する学術セミナーに参加
し、東アジア海域管理と地中海海域管
理の比較研究の調査結果に関する報告
を行いました。山東省煙台市で開催さ
れた東黄海研究シンクタンク連合年次
大会に参加し、地中海海域管理の成功
要因から示唆を受けた知識共同体とし
ての当該シンクタンク連合の東アジア
海域管理における役割について報告を
行いました。
　また、国際漁業資源（スケトウダラ）
の現況および管理対象魚種のTAC算
定方法と漁獲量の関係性に関する調査
研究を行いました。
　さらに、次期「我が国の北極政策」
および北極域研究船の戦略的な利活用

ンソーシアムでの議論を通して、活用
事例をリスト化した「ユースケースカ
タログ」を作成するとともに、海洋政
策研究所（OPRI）として実証を期待す
る活用事例をリストアップしました。
さらに、今後の実証デモに必要な通信
インフラの準備・環境整備を行い、東
京海洋大学が所有する船舶を用い、東
京湾にて通信実験の準備を行いました。
　「オーシャンショット研究助成」事業

をテーマとする国内研究会を３回開催
したほか、第197回海洋フォーラム「北
極海とアジア―日中韓協力の課題とは
なにか」を開催し、日中韓およびノル
ウェーの専門家による対話を行いまし
た。ほかにカナダ・アジア・太平洋財
団とも情報・意見交換を行いました。
　「極域の次世代海洋政策」事業では、
ネパール・カトマンズで開催された「第
1回インターポーラー会議」に出席し、
国際総合山岳開発センター（ICIMOD）
とプロジェクト化に向けたブレインス

では、第1回公募への30件の応募課題
の中から採択した4件の研究課題（代
表研究機関：フランス海洋開発研究所

［IFREMER］、東北大学、海洋研究開
発機構［JAMSTEC］、ニューハンプ
シャー大学）に対して、第1事業期間

（2023年12月～25年3月末）の助成契
約を締結し、助成を開始しました。ま
た、助成制度をスムーズに実施・運営
するための細則の策定を進めました。

海洋政策研究所
Ocean Policy Research Institute
海洋は、陸と陸の間に横たわり国や地域を隔てる一方、国と国や地域と地域を結びつける重要な役割を果たしています。
また、生命の源である水、生態系、さまざまな物質をもたらし、同時に環境を調整する機能を有する、人類を含めた生
命体全体の共有財産です。しかし、その海洋が、国家間の権益争いや密漁・海賊等犯罪の場となり、さらに人為起源と
自然起源のさまざまな要因から脅かされている状況にあります。笹川平和財団は、まず、現地調査・研究を基に海洋に
関する正しい情報を収集・分析し、地球の生命体共有の財産を守り新たな価値を創造することを共通目的として、国家
間、民族間、地域間、多種多様な人々の間で情報共有・対話・教育を通して、海洋を人類の平和と繁栄を構築する場と
することを目指します。

2023年11月15〜17日、東黄海研究シン
クタンク連合年次大会に参加し、地域海管
理の比較研究や知識共同体の役割につい
て報告した。

トーミングを行いました。ネパールの
カルナリ地方とコシ地方の現地調査と
評価・分析を実施しました。
　また、2023年10月にアイスランド・
レイキャビクで開催された北極サーク
ル総会に参加し、議長国がノルウェー
に移行した後の北極評議会の状況を把
握するとともに、当財団主催の「アジ
アと北極」セッションで、北極海航路の
共同利用に係る日中韓協力の可能性に
ついて議論し、本テーマに関する今後
の協力について確認しました。12月に
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